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労働時間短縮に関する協定（大会社・製造業）

（目的）
第１条　株式会社○○（以下「会社」という）と○○労働組合（以下「組合」という）は、組合員のメンタルヘルスなどの健康の維持・増進を図るとともに、余暇時間を活用した自己啓発や社会貢献活動などの機会拡大により、多様な価値観のライフスタイルに応え、もって一層の生産性の向上や労働安全衛生管理の向上に寄与することを目的として、週休２日制の導入により、労働時間の短縮を行う。

（努力義務）
第２条　会社と組合は週休２日制を導入する。導入の経緯を踏まえ、次の諸事項について配慮し、会社、組合は双方協調して目的を達成するものとする。

　(1)　時間外および休日出勤の増加阻止

　(2)　賃金水準維持への配慮

　(3)　労働生産効率の向上

　(4)　コスト低減への一層の協力

　(5)　取引先との関係維持

　(6)　従業員の健康増進

（休日）
第３条　時間短縮導入の方法は完全週休２日制とし、休日を次のとおりとする。

　(1)　日曜日

　(2)　土曜日

　(3)　国民の祝日

　(4)　年末年始（12月29日～１月３日）

　(5)　メーデー（５月１日）

　(6)　夏季休暇　５日

　(7)　その他会社が必要と認めた日

（夏季休暇の取扱い）
第４条　平成○年度の夏季休暇は、連続○日間とする。

２　前項の細部については、会社と組合で協議のうえ決定するものとする。

（労働時間）
第５条　１日の所定労働時間は８時間とする。

２　１週の所定労働時間は、原則として平均40時間以内とする。

（ノー残業デー）
第６条　毎週水曜日をノー残業デーとする。ただし、会社は緊急事態のため、組合員の時間外労働を必要とする場合は、会社は、時間外労働させる組合員を事前に組合に通知するものとする。ただし、事前通知ができない場合は、事後速やかに通知することとする。

（休日カレンダーの作成）
第７条　会社は、この協定により、平成○年度の休日カレンダーを作成し、配布する。

（協議事項）
第８条　会社は、業務の都合で、組合との「時間外および休日労働協定」の協定枠をオーバーすると認められる場合は、組合と協議する。

（有効期間）
第９条　この協定は締結の日より平成○年○月○日までとする。ただし、３カ月前までに双方いずれかより異議の申出がないときは、自動的に１年延長するものとする。


平成○年○月○日



株式会社○○



取締役社長　○○○○



○○労働組合



執行委員長　○○○○































